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京都労働局 

 

第２７回京都地方労働審議会 

平成２６年３月１９日（水） 

京都労働局６階会議室 

 

 

●司 会 

 それでは定刻となりましたので、ただいまから第２７回京都地方労働審議会を開催いた

します。本日の進行を担当させていただきます企画室の奥村でございます。よろしくお願

いいたします。 

 また、カメラ録りにつきましては、本日は答申を２本いただくことになっております。

その答申までということにさせていただきます。 

 あと、行政運営方針案等のご審議をいただくわけですけれども、その審議につきまして

は、自由に傍聴いただければと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは開会にあたりまして、森川労働局長からごあいさつを申し上げます。 

 

●局 長 

 おはようございます。本日は年度末のお忙しい中お集まりいただき、本審議会にご出席

いただきありがとうございます。 

 只今ご案内申し上げましたように、本日は法定の議題が２件、それから２６年度の行政

運営方針につきましてご審議いただきます。例年になく議題数が多いわけでございます。

できるだけ手短に説明をさせていただきたいと思っております。 

 ２６年度の行政運営方針、ただいま現時点で盛り込めるものは盛り込んでおります。た

だ喫緊の、若干求人を見ておりますと、これまで通り一本調子で改善していくということ

でもないのかなと見ております。それから現在、国会にかかっております、いくつか労働

関係の法案がございます。それを踏まえて、また２６年度に施行というものも、施行を予

定しておりますものもございますので、そういったものにつきましては、また年度途中で、

ぜひ情報提供等をさせていただければと思っております。 

 いずれにいたしましても、地方自治体、労使団体の皆様等々と連携をしながら、来年度
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も引き続き行政を効率的、効果的に運営して務めてまいりたいと思っております。本日は

どうぞご審議をよろしくお願い申し上げます。 

 

●司 会 

 それでは続きまして、委員の皆様のご紹介でございますけれども、本日の資料に皆様の

名簿と座席を入れさせていただいております。これをもってご紹介に代えさせていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

 また、本日出席をしております労働局の職員でございますが、前回のご審議いただきま

した以降、人事異動はございませんので、本日の資料に入れております事務局名簿で紹介

に代えさせていただきます。 

 続きまして、本日の委員の皆様のご出席の状況でございますが、現在、公益の代表委員

５名、労働者代表の委員が６名、使用者代表が３名ということで、１４名の委員にご出席

をいただいております。これは委員の３分の２以上ということになりますので、地方労働

審議会令第８条によりまして、本会議が有効に成立をしていることをご報告申し上げます。 

 なお、佐賀委員、大里委員、奥原委員からは事前に欠席との連絡をいただきました。本

日は岡野委員が急遽欠席ということでご連絡をいただきましたので、ご報告をさせていた

だきます。 

 それでは、これからの進行につきましては、西村会長にお願いをします。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

 

●西村会長 

 各委員におかれましては、お忙しい中ご出席ありがとうございます。簡単にあいさつと

いうことなので、少し個人的な感想も含めて述べさせていただきたいと思います。 

 経済面では有効求人倍率の改善でありますとか、大企業を中心としたベースアップや賃

上げなどが報告をされておりました。極めて明るいニュースかなと思います。 

 ただ、国際政治の分野では、リビアの内戦というのは犠牲者を増加させながら収まる兆

候もなく、また昨日はロシアがクリミアを自国に編入するなど、キナ臭いニュースが報じ

られております。これらの事情というのは、いずれ我が国の経済にも大きな影響を与える

のではないかということが懸念をされております。最近の状況について、個人的な感想と

いうのはいくらでもあるんですけれども、これぐらいにしておきます。 

 今日はお手元の次第にもございますように、審議事項として、最低工賃専門部会長の報
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告、最低工賃改正答申の審議、それから地域雇用開発計画の審議、更に平成２６年度京都

労働局行政運営方針案の審議と、多くの審議事項がございます。時間にも限りがあります

ので、議事の進行につきまして、どうぞご協力よろしくお願いいたします。 

 先ず最初に、議事録の署名人を私、西村と労使双方の委員から１人ずつ指名させていた

だきたいと思いますが、労働者側委員として前川委員、使用者側委員として野栗委員にお

願いしたいと思います。それではよろしくお願いいたします。 

 それでは議事に入らせていただきますが、本日の審議事項の１の最低工賃専門部会長報

告であります。昨年の３月１４日に労働局長から当審議会に諮問されました京都府丹後地

区絹・人絹・毛織物業最低工賃の改正決定につきまして、部会長の富田委員からご報告を

いただきたいと思います。 

 富田部会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

●富田部会長  

 それではよろしくお願いいたします。この３月３日に、京都府丹後地区絹・人絹・毛織

物業最低工賃専門部会で、最低工賃改正にかかわる報告書が全会一致で取りまとめられま

した。改正に至る経緯、審議の経過、改正内容などについて資料に沿って説明させていた

だきます。 

 まず資料１の１をご覧ください。これは現行の最低工賃表で、一番下の４に記載されて

いるとおり、平成１３年１１月２２日より発効しているものです。この１３年間、改正は

ございませんでした。 

 次の資料１の２は、平成２４年１２月１９日に丹後織物工業組合から労働局長宛に提出

された最低工賃改正決定の申出書です。記の２に申し出の内容、裏面の３に申し出の理由

が記載されております。一言で言いますと、現在の最低工賃表で決められている品目や織

機の規格と、丹後産地で実際に織られている織物の品目や規格との間にずれが生じている

ことから、品目や規格の見直しを求める内容となっております。 

 続いて資料１の３と１の４をご覧ください。これは最低工賃の改正決定と、最低工賃の

件名変更に関する局長から審議会長への諮問文となっております。 

 続きまして資料１の５は、当審議会が諮問を受けて設置した最低工賃専門部会の委員名

簿です。公益、家内労働者、委託者各３名ずつで構成されております。 

 専門部会の開催状況ですが、資料１の６にありますように、第１回を昨年５月２８日に

開催し、その後、７月、１１月、１２月、そして今年の３月と部会を開催いたしました。
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７月には京丹後市での専門部会開催と合わせて、公益委員による事業所への実地視察も行

いました。５回にわたる専門部会で熱心な審議を進めていただいた結果、本年３月３日の

第５回専門部会において、全会一致で部会報告が取りまとめられました。 

 その専門部会報告は資料１の７をご覧ください。裏面に新しい最低工賃表がございます。

改正内容は多岐にわたっておりますが、資料１の８に参考資料１として、改正内容の概要

を記載したものをお付けしておりますので、それに基づいて改正内容のポイントを何点か

申し上げます。 

 先ず１の最低工賃件名の変更ですが、これにつきましては現在ほとんど生産されていま

せん絹・人絹織物・毛織物を外して、京都府丹後地区絹織物業最低工賃に変更することが

適当であるとの結論になりました。 

 次に、今回の改正の大きな内容である品目や規格の見直しです。２の（１）の対象品目

の見直し、その下の（２）織機の規格の見直し、さらに裏面の（３）の品目の規格の見直

しについてそれぞれ記載しておりますように、現在生産されている織物の実態や委託契約

の実情に合わせて、対象品目の限定規定の削除、対象品目の統合、現在細かく設定されて

いる織機の品目や規格の廃止などを行うことにより、できるだけ多くの品目の織物が最低

工賃の対象となるよう見直しを図っております。 

 また、（４）は最低工賃額の引き上げです。丹後では高齢者や後継者不足のため、出機や

賃機と呼ばれている零細な下請け事業者の廃業が相次いでおります。西陣工業組合、丹後

織物工業組合とも丹後産地の衰退は西陣・室町の衰退に直結するという共通の危機感を持

って、今回の審議に臨んでいただきました。最低工賃の引き上げで、家内労働者の労働条

件の改善を図ることが必要であるという共通認識のもと、最低工賃の見直しを行いました。

その結果、後染め織物で平均１４．４％、先染め織物で平均４５％、全体の平均で３２．

７％の最低工賃を引き上げることで合意いたしました。ただ、この引き上げ幅は品目等が

変更になっておりますので、単純平均としての数字だということをご了解ください。 

 次に、一番下の３の発効日についてです。今回の改正が１３年ぶりの改正であるという

ことを踏まえ、事前に委託者及び家内労働者に対して十分な周知広報や啓蒙活動が必要で

あると考えまして、平成２６年１０月１日を発効日としております。１３年ぶりの改正の

実現に当たり、西陣織工業組合、丹後織物工業組合の委員をはじめ関係各位のご助力に心

より感謝したいと思います。 

 最後になりましたが、織物関係は業界用語や専門用語が多く使われており、理解するの

が中々大変であります。資料１の９に参考資料２として用語の説明文を付けておりますの
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で、参考までにご覧いただければと思います。 

 以上で最低工賃専門部会の報告を終わります。 

 

●西村会長 

 ありがとうございました。それでは報告文については事務局から読み上げていただくこ

とになります。よろしくお願いいたします。 

 

●労働基準部長 

 それでは事務局より報告文を読み上げさせていただきます。資料ナンバー１の７をご覧

ください。読み上げさせていただきます。 

 

 京労発審第６号 

 平成２６年３月３日 

 京都地方労働審議会 

 会長  西村健一郎殿 

 

 京都地方労働審議会 

 京都府丹後地区絹・人絹・毛織物業最低工賃専門部会 

 部会長 冨田安信 

 

 京都府丹後地区絹・人絹・毛織物業最低工賃の改正決定及び最低工賃件名の変更に関す

る報告書 

 当専門部会は、平成２５年３月１４日及び同年５月２４日に京都地方労働審議会におい

て付託された標記最低工賃の改正決定及び最低工賃件名の変更について、同年５月２８日

に第１回専門部会を開催し、以来５回にわたり慎重に審議を重ねた結果、別紙のとおりの

結論に達したので報告する。 

 なお、本件の審議にあたった専門部会委員の氏名は下記のとおりである。 

 記のほうに公益代表委員３名、家内労働委員３名、委託者代表委員３名の氏名が書いて

ございます。 

 裏面にいっていただきまして別紙でございます。 

 京都府丹後地区絹・人絹・毛織物業最低工賃 
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 １ 最低工賃件名 

 京都府丹後地区絹・人絹・毛織物業最低工賃の件名を京都府絹織物業最低工賃に変更す

る。 

 ２ 適用する家内労働者 

 京都府丹後地区（京丹後市、宮津市、舞鶴市、綾部市、福知山市、与謝郡をいう。）の区

域内で絹織物業に係る織布の業務に従事する家内労働者。 

 ３ 適用する委託者 

  前号の家内労働者に前号の業務を委託する委託者。 

 ４ 第２号の家内労働者に係る最低工賃額。 

 次の表の品目欄、織機の規格欄及び品目の規格欄の区分に応じ、１００００越につき、

金額欄に掲げる金額。 

 表でございますが、ちょっと縦に読んでいきます。 

 品目としまして後染めと先染めがございます。後染めのほうは正絹無地ちりめん（平織）。

もう一つは、正絹紋織物（もじリ織物、縫取織物及び裏地として使用する織物は除く。）。

あと先染めとしまして正絹着尺、帯（無地物及び黒共帯を除く。）ということでございます。 

 あと織機の規格でございますが、織機の種類と開口装置の２種類がございます。後染め

の上から二つと先染めの正絹着尺までは小幅力織機。帯のほうにつきましては二つの区分

としまして小幅力織機の両八丁以下と両十丁以上に分かれております。 

 開口装置としましてはタペット、それ以外で正絹無地ちりめんはタペット、それ以外は

ドビーまたはジャカードということになっております。 

 あと、品目の規格の仕上げ幅でございますが、正絹無地ちりめん・正絹紋織物・正絹着

尺までは、これは反物の幅になりますが、３６センチメートル以上のものというふうに改

正されていました。 

 金額については五つの品目に応じましてそれぞれ、２５０円、３４０円、６００円、１，

５８６円、２，０００円ということでございます。 

 ５ 効力の発効日 

 平成２６年１０月１日でございます。以上でございます。 

 

●西村会長 

 ありがとうございました。それでは最低工賃専門部会からいただきました報告について、

各委員のご審議をお願いいたします。どなたからでも結構ですのでご意見をお願いいたし
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ます。いかがでしょうか。 

 

●坂本委員 

 基本的なことが分かっていないので、理解不足の点はご容赦いただきたいんですけども、

１３年ぶりの改定といいますか、改正ということになっているようなんですけれども、１

３年ぶりということよりも、こういったものを出されるきっかけっていうのは何かあるん

ですか。つまり現実と大きく乖離が生じているとか、あるいは経済の状況が変わってきて

いる中で、こういったことをやらなきゃいけないかとか、そこのところをちょっとすいま

せん、まさに基本的な部分でお聞かせいただきたいということが一つ。 

もう一つは、今回の金額が上昇しておりますよね。平均的というお話も一部あったと思

うのですけども、何か金額の上がる、上げる論拠というものはあるんでしょうか。つまり

何を基準にこうだとか。例えば今後も似たような形のことが出てくるかと思うのですけれ

ども、そのときの基準になるような何かっていうのはあるのかという質問でございます。 

 

●労働基準部長 

 事務局のほうからお答えさせていただきます。今回こういう１３年ぶりに改正が出され

たという経緯につきましてでございますが、実は最低工賃の見直しというのは、３年ごと

の計画で見直してきております。今は第１１次最低工賃の見直しでございます。京都にお

きましては、もう一つ紙加工品製造業という最低工賃があるんですけども、それは来年度

の審議となります。このように３年おきに、この絹・人絹・毛織物業についても見直しを

してきたという経緯があります。しかしながらこれまでの間につきましては、家内労働者

の数、それこそ１０００名のオーダーは丹後地区にはおられるんですけども、現実問題と

しましては、そのまま据え置きという結論が続いてきたということでございます。しかし

ながら、先ほど富田部会長からの報告にございましたように、西陣・室町地区も丹後が衰

退して後継者がいなくなるということが、西陣自体が衰退するということの危機感があっ

たように聞いております。その中で、資料ナンバーの１の２にありますように、２４年の

１２月に丹後地区からこういう申し出がありました。 

 最低工賃の改正の仕組みについて申し上げますと、委託者もしくは家内労働者から、改

正をしてほしいという申し出をもってやるというのが１つのルールでございますので、こ

こにありますように２４年の１２月１９日付けで丹後織物工業組合、実際は丹後織物工業

組合の中には委託者の方もおられますし、家内労働者の方も実はおられるんですけども、
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組合として両方を代表して、とにかく改正の申し出をお願いしたい。その経緯としまして

は、資料ナンバー１にありますように、大きかった論点というのは、資料ナンバー１が、

この古い１３年前の話なんですが、例えば仕上げ幅は３６センチメートルというふうに、

これは反物の幅なんですけどもなっております。最近の女性の方、日本人も体格がよくな

りまして、３６センチメートルというのはほとんど生産されておりません。実際は３８セ

ンチメートルとかっていうことです。そうすると、これは限定的な幅でございますので、

最低工賃の適用がなされないんですね、３８センチメートルだとですね。実際は最低工賃

の適用をしたくても、この表にはありませんのでできないということで、最低工賃の遵守

がなかなかされていないんじゃないか、また適用が不十分ではないか等々が背景にありま

して、今言いましたような、しっかり最低工賃を上げてというふうなことがありました。 

 一方で、先ほども言ったように、もう一つの今回の上げ幅についてですが、実は最低賃

金というのが実際あります。これは働く労働者の最低賃金です。京都では７７３円という

のが、今、発効している府の最低賃金でございますけども、実は家内労働というのは労働

時間が関係ない制度なんですね。つまり、この生産物をいついつまでにつくってください

っていうのがあって、それに基づいて普通はやるわけなんで、労働時間の概念はないんで

すが。実は現実問題として丹後地域、これは公益の富田先生に行っていただきまして、私

たち事務局も行きましたけども、朝はだいたい８時ぐらいから、だいたい８時間労働なり

をしているのが実は実態のところが多くございまして、そういった面では最低賃金と見合

うぐらいの最低工賃はほしいんだというのが、特に家内労働側の要望でございました。そ

ういったことを踏まえて、丹後織物工業組合の中でよく吟味されまして、最初はこのぐら

い以上であると最低賃金をクリアできる、時間額に換算すると、というふうな概念からの

提示がありまして、それと西陣織工業組合との間の中での調整をしていただきまして、今

回のこのようなアップ率になったということでございます。実際は１３年もたっておりま

すので、品目によりましては相当高い上昇率になっているということも現実ではございま

すが、今回繰り返しになりますけど、富田部会長からありましたように、西陣も丹後もい

わゆる後継者をしっかり育てなきゃいけない。それには一定程度の報酬といいますか、収

入を得るような産業にしないと、着物の衰退があるのではなかろうかという意識があった

というふうに、我々は認識しております。すいません、ちょっと長くなりましたけど以上

でございます。 
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●坂本委員 

 ありがとうございます。 

 

●西村会長 

 ほかに、よろしいでしょうか。それではご意見もいただきましたので、答申としてまと

めるために、採決により議決したいと思います。 

 先ほどの専門部会長報告をもって審議会の答申内容とすることについて、賛成の方は挙

手をお願いいたします。 

 採決の結果、全員賛成ということでよろしいでしょうか。 

 それでは採決の結果、当審議会といたしましては、この最低工賃専門部会報告のとおり

京都労働局長宛に答申したいと思いますが、いかがでしょうか。それでは事務局において

答申文案を配布し、読み上げていただきたいと思います。 

 

●労働基準部長 

 よろしいでしょうか、それでは事務局のほうで答申案文を読み上げさせていただきます。

先ほどの報告書と重複するところは省略させていただきますのでご了承ください。 

 

 （案） 

 京労発審第、ここに番号が入ります。 

 平成２６年３月１９日 

 京都労働局長 

 森川善樹殿 

 

 京都地方労働審議会 

 会長 西村 健一郎 

 

 京都府丹後地区絹・人絹・毛織物業最低工賃の改正決定及び最低工賃の件名変更につい

て（答申） 

 当審議会は、平成２５年３月１４日付け京労発基第４９号及び同年５月２４日付け京労

発基第２２８号をもって貴職から諮問のあった標記について、同年３月２９日に最低工賃

専門部会を設け、以来５回にわたり慎重に審議を重ねた結果、別紙のとおりの結論に達し
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たので答申する。 

なお、本件の審議にあたった専門部会委員の氏名は下記のとおりである。 

 記、公益代表委員３名、家内労働者代表委員３名、委託者代表委員３名を書いておりま

す。 

 次のページの別紙につきましては、先ほど説明しました報告書案文と同じでございます

ので省略させていただきます。以上です。  

 

●西村会長 

 ありがとうございました。この案文でよろしいでしょうか。 

 異議がないということで、それではこの答申文により労働局長に答申することとします。 

 正式な答申文をいただけますか。 

 

（西村会長から森川局長へ答申文手交） 

 

●局 長 

 ただいま、改正決定、最低工賃件名の変更につきまして答申をいただきました。厚くお

礼申し上げたいと思います。部会におきましても、当審議会におきましても、全会一致で

答申いただけたことを本当に嬉しく思っております。また、富田部会長はじめ関係委員の

皆様方、昨年の５月２８日の第１回の専門部会を皮切りに、本当にご多忙の中、５回にわ

たって熱心にご審議いただきましたことに感謝申し上げます。 

 今回の改正、先程来ございましたけど、平成１３年以来１３年ぶりのものでございます。

和装需要の低迷等、困難な課題も色々あったかと思っておりますが、先程ございました高

齢化に伴う後継者の確保の問題、そういった点で一致点を見出していただき、本日の答申

に至ったと認識しております。 

 今後につきましては、本日の改正の答申を受けまして、最低工賃がきっちり遵守される

ように周知してまいりたいと思っておりますし、当局といたしましては、西陣織工業組合、

丹後織物工業組合及び関係地方自治体とも連携を図りまして、委託者及び家内労働者に対

する周知や広報、履行確保に全力を挙げてまいりたいと考えております。本日の答申、誠

にありがとうございました。 
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●西村会長 

 それでは続きまして、本日の審議事項の２に入りたいと思います。 

 先ず、最初にこれらの計画に係る経緯や手続き等につきまして、安達職業安定部長から

説明をお願いしたいと思います。 

 

●職業安定部長 

 職業安定部長の安達でございます。それではご審議いただくにあたりまして、本案件に

関するこれまでの経緯、それから概要につきましてご説明を申し上げます。 

 机上に諮問文をお配りしております。今回は、地域雇用開発促進法に基づきます雇用開

発促進地域に係る地域雇用開発計画への厚生労働大臣の同意に対しまして、ご審議をいた

だきたいと思います。 

 先ず、最初に雇用開発促進地域となる要件についてでございますが、特に雇用機会の不

足する地域としまして、その地域の過去３年間及び最近１年間の有効求人倍率が、全国の

有効求人倍率の３分の２以下となる地域が該当することになっております。現在、厚生労

働大臣の同意を得て指定されている地域は、ハローワーク伏見、それとハローワーク田辺

の管轄地域が対象となっております。本年３月３１日までで、この計画が終了するという

ことになっております。４月以降の対象地域につきましては、最新の数値を使って再計算

を行ったところ、伏見地域というのは要件を満たさないということでございまして、京都

田辺地域のみ該当することになりました。 

 そこでお手元の資料の２の１にございますように、今回京都府において、新たに京都田

辺地域を対象とした地域雇用開発計画が策定されまして、厚生労働大臣への同意を求める

申請があったところでございます。つきましては、地域雇用開発促進法第５条第６項に基

づきまして、当計画についてご意見を頂戴したいと存じます。 

 なお、知事がこの雇用開発促進地域に係る地域雇用開発計画を策定して、これに厚生労

働大臣が同意した場合には、当該同意地域におきまして創業や事業拡大を行う事業主に対

して、国の助成金、この場合は地域雇用開発奨励金になりますが、これが活用できること

となっております。 

 以上、非常に簡単ではございますが、経緯と概要の説明とさせていただきます。よろし

くお願い申し上げます。 
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●西村会長 

 ありがとうございました。それでは審議に入りたいと思いますが、この計画は京都府が

作成をしました雇用開発促進地域に係る地域雇用開発計画で、地域雇用開発促進法に基づ

いて、京都労働局長から当審議会に諮問されている案件であります。 

 お手元に資料としまして、労働局長から審議会の会長宛ての諮問文と、京都府が作成を

しました地域雇用開発計画を入れてございます。当審議会として、その内容が、厚生労働

大臣が同意するにあたり、妥当なものかどうか審議を求められているところであります。 

 なお、この審議にあたりまして、京都地方労働審議会運営規程第５条第３項に基づいて、

京都府商工労働観光部総合就業支援室の浅山様と坪田様にご出席をいただいておりますの

でご紹介いたします。 

 

●浅山参事（京都府） 

 京都府商工労働観光部総合就業支援室の浅山でございます。京都地方労働審議会の委員

の皆様には、平素から京都府の雇用労働や施策につきまして格別のご協力を賜わり、この

場をお借りしまして厚くお礼を申し上げます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  

●坪田主任（京都府） 

 京都府商工労働観光部総合就業支援室の坪田と申します。よろしくお願いいたします。 

 

●西村会長 

 先程、読み上げました第５条第３項といいますのは、審議会は会長が必要であると認め

るときは、委員でない者の説明又は意見を聞くことができるという旨の規程であります。 

 それからこの地域雇用開発計画につきましては、各委員の皆様に対して事務局から事前

に地域開発計画及び計画の概要が送付されており、お目通しされていると思います。した

がいまして、京都府の浅山様から施策のポイントを手短に説明していただきたいと思いま

すが、よろしくお願いいたします。 

 

●浅山参事 

 よろしくお願いいたします。座ったままで失礼いたします。 

 私の方から開発計画の概要について、資料の２の２の計画の概要でご説明を差し上げた

いと思います。よろしくお願いします。 
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 京都府におきましては、昨年の１２月に京都府の４年間の雇用計画を定めます第４次京

都府雇用創出就業支援計画を策定したところでございまして、その計画でも雇用情勢がマ

クロ的に解決する一方で、若年者を中心とした離職の問題とか非正規の問題、そういった

ものが社会的にクローズアップされる中で、今後の雇用対策を量に加えて質の向上も目指

すというような目標を定めて取り組みを進めているところでございます。ただ、一方で京

都府内の雇用情勢には地域差が、非常に格差がございます。特に今回の対象地域でありま

す山城の西部地区や相楽地区につきましては、有効求人倍率が全国平均を大きく下回るな

ど、未だ厳しい状況が続いているということでございまして、これまでの３年間に引き続

きまして、今回地域雇用開発計画を更に策定をしたところでございます。 

 それでは資料の２の２をご覧いただきたいと思いますが、先ず本計画の目的は、今申し

上げたとおりでございまして、対象地域は京都田辺公共職業安定所の管内ということで、

京田辺市、木津川市、井手町、笠置町、和束町、精華町、南山城村の２市４町１村を対象

といたしております。この管内の労働人口に占めます一般有効求職者の割合は４．２％と

いうことで、全国平均の３．８％を上回っています。また一般有効求人倍率、さらに常用

有効求人倍率とも全国平均を大きく下回るということで、いずれもこの計画の策定基準で

あります国の定める要件を満たしています。 

 更に本計画の３番の目標でありますけども、今後３年間の計画期間内に、約５８０人の

新たな雇用機会を創出することを目標に取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

 ４番に今の目標を達成するための方策を数点掲げておりますが、まず第１点目は、先ず

は雇用創出の機会を創出するために、雇用の場の創出を図るということが非常に大事とい

うことを考えておりまして、一つ目として、新たな雇用機会の開発の促進として、戦略的

な企業誘致の推進と企業の定着を図るために、京都府でありますとか、地元市町村の企業

立地の補助制度、更には本計画が国の同意を得ることによりまして利用可能となります国

の助成金、こういったものを活用することにより積極的な企業誘致を進めてまいりたいと

考えております。 

 また、元気な中小企業づくりということで、これも京都府や市町村の支援制度を活用し、

企業の経営力の向上、新分野進出、事業の拡大を図ってまいりたいと考えております。 

 それ以外に、本地域にあります学研研究施設への集積を生かした産学公連携による新産

業の創出。更には地域資源の活用、地元市町村の特色を生かした取組により、雇用創出を

進めてまいりたいと考えております。 

 二つ目は、そうした雇用創出をしてきました雇用の場と、求職者をマッチングしていく
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ということが非常に大事と考えておりまして、京都ジョブパークにおけるワンストップの

取組、サービスの機能を更に強化してまいりたいと考えております。 

 三つ目は訓練でございまして、京都高等技術専門校等を拠点に、京都ジョブパークとも

連携して、総合的な職業能力開発を推進してまいりたいと考えております。 

 そのほか各種支援制度の周知でありますとか、地域雇用開発を効果的に推進するため、

関係機関と連携し、地域一体となって雇用情勢の改善に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

 最後の６番目に書いておりますけども、こうした取り組みのほか京都府でも、先程申し

ましたとおり、第４次京都府雇用創出・就業支援計画に基づく関連施策、これを積極的に

展開を図ってまいりたいと考えておりまして、本地域の地域振興施策を担当します京都府

山城広域振興局とも一体となって、京都府として取り組んでまいりたいと考えておりまし

て、管内の市町村が実施する取り組みを京都府としても協力を図ってまいりたいと考えて

おります。 

 最後に計画期間でございますが、同意を得ました後、平成２６年４月１日から２９年３

月末日までの３年間ということにしております。 

 説明は以上でございます。ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

●西村会長 

 ありがとうございました。今説明がありました計画につきまして、ご意見をいただきた

いと思います。どなたからでも結構ですのでお願いいたします。いかがでしょうか。 

 

●坂本委員 

 坂本でございますが、すいません。また基本的なことになるかもしれません。むしろ特

例のほうは理解したつもりなのですけども、具体的に例えばどのような業種、企業誘致の

場合ですが、この地域にとっては望ましいかとか、あるいは期待するかとか、そういった

ものはお持ちなんでございましょうか。 

 

●浅山参事 

 計画の中でも説明していますとおり、この地域、学研研究施設の地域がございます。そ

ういったところでの研究施設の誘致を始め、特にこの地域はものづくり関係の、製造業等

の絶対的な企業立地の部分が、まだこれからというところがありますので、そういったと
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ころを中心に進めて、雇用の創出を図ってまいりたいと考えております。 

 

●西村会長 

 他にどなたかございませんか。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは当審議会といたしましては、この計画が妥当なものとして京都労働局長宛に答

申したいと思いますが、よろしいでしょうか。 

  

●会場 

 異議なし。 

 

●西村会長 

 それでは事務局において答申文案を準備していただきたいと思います。 

（答申文案配布） 

 この案文でよろしいでしょうか。 

 特に異議がございませんので、この答申文により労働局長に答申をすることといたしま

す。 

 正式な答申文をいただけますか。 

 

（西村会長から森川局長へ答申文手交） 

 

 それでは次に、審議事項の３の平成２６年度京都労働局行政運営方針案について、各部

長・室長よりご説明をいただきたいと思います。 

 なお、審議の時間を十分に取りたいと思いますので、各委員には、あらかじめ京都労働

局行政運営方針案の資料が事務局から送付されており、お目通しされていると思います。

したがいまして各部長・室長の説明は、重点施策をポイントとした手短な説明にしていた

だくようお願いいたします。 

 それでははじめに村岡労働基準部長からお願いいたします。 

 

●労働基準部長 

 時間も押しているようでございますので、簡単にご説明させていただきます。 
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 前半の部分はちょっともう読み込んでいただいているようですし、全体としても読み込

んでいただいているということで飛ばさせていただきまして、私のほうからは４ページを

めくっていただきたいと思います。 

 ４ページに、平成２６年度の京都労働行政における課題という形で、（１）・（２）・（３）、

次の５～６ページにわたりまして、（６）・（７）というふうな形で、大きな１番のところで、

安心して将来に希望を持って働くことができる環境整備ということを書いています。この

あたりに私の所掌する労働基準法等関係する課題が書いてございます。例えば（１）の非

正規のところでありますと、非正規のところの上から２行目から３行目ですか、正社員の

絞り込みや長時間労働をはじめとする労働環境の厳しさが増しているという状況がありま

すし。 

 次の５ページのところに移っていただきまして上から５行目には、引き続き改正労働契

約法、これは昨年の４月１日施行でございますが、有期労働契約の通算契約期間が５年を

超える場合の無期労働契約への転換ルールの導入等々もはかっていく、説明していくとい

うことが大事だと思っております。 

 そして次の５ページの（２）番につきましては、これはこの中すべてが私どもの部の課

題になるわけでございますが、労働条件の確保・改善、過重労働における健康障害の防止

ということでございます。ここに書いてありますとおり、経済状況はよくなっているとは

いいながらも、まだまだここに書いてあるような問題事項が多く発生していると。特に（２）

の上から５行目ですかね、「特に」というところがありますように、過重労働による健康障

害、特に労災の認定の中の脳・心（脳・心疾患）、いわゆる過労死といわれるものですね、

精神障害、職場のパワーハラスメントも含めまして、精神障害に係る方の労災認定の件数、

これはお手元の資料にも資料を掲出させていただいておりますけども、認定件数等々は高

水準で推移しているということでございます。そういったことに対する対策をしていかな

いといけないという課題。 

 また、若者の使い捨てということで、昨年の９月にも重点月間として全国的に取り組ん

だわけですが、そういったことで、働く人の、働く環境の整備ということが大事だという

ふうに考えております。 

 そして、労働条件の下支えとしての役割の最低賃金制度の改正等々。これはここのとこ

ろ、生活保護とのかい離等々、また昨年は総理を含めました政府のほうからの引き上げの

要請もありまして、昨年は京都におきましては１４円のアップをしたわけでございますが、

そういったことも２６年度は引き続き、どういう形でやっていくかということがあります。 
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 最後に、先ほど答申いただきました最低工賃につきまして、周知徹底をはかっていくと、

このへんが課題でございます。 

 （３）につきましては、労働者の安全と健康ということで、長期的には災害は減ってる

んですけども、３次産業をはじめとしまして増加傾向にある業種もありますし、今年度を

初年度としました、第１２次労働災害防止対策推進計画を策定しておりますので、これの

達成に向けてやっていくということ、などなどが大きな課題となります。 

 それを受けまして、めくっていただきまして８ページから９ページですね、８ページか

らが私ども地方労働行政の重点施策第３ということになっております。第３の２６年度の

重点施策。その中の１が、労働局ではややもすると縦割りのような意識があるんですけど

も、そうならないように総合労働行政機関としての機能の発揮という中で、９ページでご

ざいますが、９ページのところの上から１０行目あたりですか、有期労働契約者につきま

しては、先ほど言いましたように、改正労働契約法の周知徹底をはかっていくということ

でございます。 

 これにつきましてはご存じの方もおられると思いますが、研究開発法ということで、実

は大学とか研究法人の研究者は５年じゃなくて１０年という形で、それを経過してはじめ

て無期転換というふうなルールもできましたし、今後は今、本省のほうで、審議会のほう

で議論されておりますが、一定の有期雇用に関するルール、また労働時間法制に関するル

ール等の見直しをやってございますが、それに伴っては、また有期労働契約につきまして

もルールが変わっていく可能性があるというふうに見ております。そういったこともにら

みながら周知をしていくということでございます。 

 あと９ページの下のほう、いちばん下の（３）のところに書いてあります、来年度は、

これは本省でやることになるんですけども、若者の使い捨てが疑われる企業に関しまして

は、労働条件相談ダイヤル、聞きますと、夜とか休日なんかも含めて相談ダイヤルを受け

ることでございますから、そういったダイヤルを設置して対応する。そしてそのダイヤル

で受けた相談から、我々に関係あることにつきましては、９ページから１０ページに書い

てありますとおり、必要な措置を、対応をそこに取りたいというふうに考えております。 

 最後に１０ページでございますが、大きな２番が労働基準行政の施策でございます。労

働条件の確保・改善の対策の中で、柱建てが（１）番ということで書いてございますが、

特にこの中でお話したいのは、やはり過重労働と健康障害の防止ということについて、こ

れを徹底してやっていくということでございます。 

 それと１１ページにいきまして、特定の分野の中の介護労働者、（ア）でございますが、
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真ん中ほどでございますが、介護労働者に対しましても、実は全国的に見ても社会福祉施

設っていいますか、介護施設っていうのは非常に多く増えているという中で、なかなか新

規参入等のために、なかなか法令等々の理解が十分でないというふうな状況も見られます

ので、そういった方に対する法令遵守の確保と同時に、これにつきましてはちょっと飛ん

でいただくんですけども、１４ページのいちばん上に、労働災害防止対策の中に社会福祉

施設というのがございます。こういった社会福祉施設の介護労働者に対しては災害も実は

増加しております。特に、めくっていただきますと１６ページの真ん中あたりに、（２）腰

痛予防対策というのでこれが書いてあるんですけども、腰痛予防は、腰痛が非常にこうい

った施設では多うございまして、そういったところに対する対策をやっていきたい。つま

り社会福祉施設に関しては、災害防止も労務管理も含めて、総合的にやっていきたいとい

うふうに考えているしだいでございます。 

 あと戻っていただきまして１２ページから最低賃金の話、特に１３ページの（ア）に、

業務改善助成金制度の適切な運営というのがございます。８００円未満の最低賃金が設定

されている都道府県におきましては、その引き上げにあたっての助成金は適用になると。

これ実は、２４年度と今年度もあったんですが、これまでは７２０円以下の地域が対象で

したのですが、２６年度からは８００円未満となりましたので、京都もようやくこの対象

になりました。２６年度は積極的にＰＲして、中小企業の方にこの助成金を使っていただ

きまして、企業における賃金制度の改善に資するようにやっていきたいと思っております。 

 それと同じ１３ページの大きなエ、先ほどから何回も言っておりますとおり、最低工賃

の周知については徹底してやっていきたいというふうに思っております。 

 そういったことで、あと（３）、１３ページの（４）等々、いろんなことがありますが、

特に１５ページをめくっていただきましょうか。１５ページの真ん中ほどの下に、化学物

質による健康障害の防止対策ということで、これは安全衛生の対策でございますが、昨今、

化学物質を取り扱う使用上の中で、特に一昨年の胆管がんの問題ですか、あれに端を発し

まして、化学物質の規制強化がはかられております。また、現在国会に、つい先日上程さ

れました労働安全衛生の改正の中にも、化学物質管理の見直しというのが入っております。

法案はまだ審議に入っておりませんから、これからだと思いますが、そういったことにつ

いて、化学物質に着目する施策がこれから増えていくと思っております。そういったこと

もにらみながら、化学物質対策については力を入れていきたいというふうに考えておりま

す。 

 以上、いろいろとまだ、縷々あるわけでございますが、時間の関係もありますので省略
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させていただきます。よろしくお願いいたします。 

 

●西村会長 

ありがとうございました。それでは引き続きまして安達職業安定部長、よろしくお願いい

たします。 

 

●職業安定部長 

 平成２６年度の職業安定行政関係の重点施策についてご説明申し上げます。先程労働基

準部長からお話もございましたが、４ページの課題がございまして、当局管内の状況から

は一番の課題だと思っております。この京都では非正規雇用割合が全国平均に比べて高こ

うございますし、医療・福祉分野等、中小企業で人材確保難が続いているといった課題が

ございます。 

 そこで資料８ページをご覧いただければと思います。下から３行目からの（２）の非正

規労働者の雇用の安定・労務管理改善といったところから、（４）までの取組というのを各

行政と連携して進めてまいりたいと思っております。特に今般の補正で内容が拡充されま

したキャリアアップ助成金等を活用しまして、非正規労働者の企業内での人材育成、それ

から処遇改善に取り組んでまいりたいと思っております。 

 次に１８ページをご覧いただければと思います。職業安定行政の重点施策ということで

ございますが、冒頭にございますようにＰＤＣＡサイクルによりまして、先ずは目標設定

を明確にしたい。それによりまして基本業務の徹底でありますとか、職業訓練の活用等に

よるマッチングの促進、求人充足サービスの充実、京都府をはじめとします関係機関との

連携などによりまして、的確な業務運営を行ってまいりたいと考えております。 

 それから２２ページからでございますが、２２ページの（６）、一番下のほうです。ここ

からございますように若者とか、女性とか、高齢者とか、障害者といった雇用対策を推進

してまいりたいと思っております。 

 新しい取組としましては若年者のところでございますが、京都わかものハローワークと

いうのを京都ジョブパークの中に設置しまして、京都府のカウンセリングコーナー等と連

携して、若年者の就職支援、定着支援を実施してまいります。 

 それから４月から新しく開設されます北京都ジョブパーク、これの中にマザーズコーナ

ーを開設しまして、子連れでも安心して就職活動ができるような環境を整備してまいりた

いと思っております。 
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 そのほか高齢者、障害者のというふうに、絶えず施策の充実に努めまして、雇用対策を

関係機関と密接に連携しまして進めてまいりたいと考えております。 

 それから、地方自治体との一体的実施事業について、ご説明をさせていただきたいと思

います。資料の２１ページからになります。京都府との連携による就職支援というところ

でございます。事前にお配りしました参考資料集の中にもお付けしております。お目通し

をいただいていると思いますが、京都府とは２４年度当初から、京都市とは２４年１２月

からこの一体的実施事業を実施してきております。 

 京都府とは、京都ジョブパークでの施策の充実に努めているという状況でございまして、

この２年間で連携もだいぶ密になってきております。出てきた課題も双方で克服しながら

業務を実施してきておりまして、京都ジョブパークの利用実績、それから認知度もどんど

ん上がっておる状況でございます。 

 更には、先般２月１９日に京都府、それから京都労働局と独法の高齢・障害・求職者雇

用支援機構の３者の間で国・府一体人づくり事業の実施に関する協定というのを結びまし

て、府内で実施する全ての公共職業訓練等について計画的かつ効率的に実施していく仕組

みを作ったところでございます。 

 今後は、整理された計画に基づき実施される職業訓練等を効果的に活用しながら、更に

充実した就職支援を実施してまいります。 

 それから京都市とでございますが、２２ページになります。生活保護受給者等の就労支

援につきまして、区役所内の福祉事務所に隣接した場所に福祉・就労支援コーナーという

のを設置して、従来ハローワークが遠いという理由でなかなか就労支援というのが進まな

かったところを積極的に実施しております。 

 就職実績も徐々に上がってきているところでございますし、ケースワーカーとの連携も

行い、更に充実した支援に取り組んでいきたいと思っております。 

 それから（ウ）にございます舞鶴市とも福祉人材確保を中心としまして、２６年度から

新たにこの一体的事業を開始することとしております。 

是非、本日、この一体的事業に関わります委員の皆様の忌憚のないご意見を頂戴したい

と思っております。私からの説明を終わりたいと思います。 

 

●西村会長 

 ありがとうございました。それでは次に和田雇用均等室長、よろしくお願いいたします。 
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●雇用均等室長 

 雇用均等室長の和田でございます。雇用均等行政の推進にあたりまして、ご理解、ご協

力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 座って説明をさせていただきます。 

 最初にちょっとお断りをさせていただきたいのですが、行政運営方針の６ページから７

ページにかけまして、２の（１）の女性・高齢者・障害者等の活躍促進というところがご

ざいますが、そちらのアとイのところにつきまして、同様の内容が記載されておりました

ため、整理をいたしました。修正案につきまして１枚ものを用意してございますので、お

手元のものと差し替えをお願いしたいと思っていますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、私は課題の部分は省略させていただきまして、３１ページのところから説明

させていただきます。雇用均等行政の重点施策というところでございます。 

 先ず、均等法の実効性の確保でございますが、これは例年どおり計画的に報告徴収を行

って、特に配置ですとか昇進の性差別に重点を置き、実施してまいりたいと思います。 

 また、均等法施行規則に関する指針等の改正がございまして、本年７月から施行される

ということでございますので、間接差別とか、コース別雇用管理について対応してまいり

たいと思っております。 

 それから３１ページの（イ）と（ウ）にありますように、妊娠・出産等を理由とする不

利益取扱いですとか、セクシュアルハラスメントについては、相談が多く寄せられており

ますので、相談者の立場に立った丁寧な対応、それから紛争解決援助の利用を進める、そ

れから法違反が見られる場合は指導を行うということで対応してまいりたいと思います。 

 次の３２ページをご覧いただきますでしょうか。イのところにポジティブ･アクションの

取組について書いてございます。女性の活躍推進につきましては、現内閣の成長戦略の大

きな柱となっております。事業主の方に具体的な取組を行っていただくために、私どもに

雇用均等指導員がおりますので、指導員の助言ですとか、助成措置等の情報提供を行って

まいりたいと思っております。 

 それからポジティブ･アクション情報ポータルサイトというのがございまして、それを活

用して女性の活躍状況の情報開示を進めてまいりたいと思います。 

 次に職業生活と家庭生活の両立支援対策、３３ページのところでございます。大企業に

比べて中小企業では、育児休業取得率が低いということから、規定の未整備の企業に対し

ては規定の整備を促すなど、法の確実な履行確保に努めるということと、非正規雇用労働

者の継続就労率が依然として低いという状況にあることから、非正規労働者の育児休業取
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得要件等について周知を図ってまいりたいと思っています。併せて助成金を活用して両立

支援制度を利用しやすい職場環境にするため事業主を支援していくこととしております。 

 更に次世代育成支援対策推進法の関係でございます。３４ページのウのところをご覧い

ただきますと、こちらにつきましては一般事業主行動計画の届出情況は１００％に近い状

況になっておりますので、今後はくるみんマーク、認定でございますが、そういった認定

の申請を目指していただくように進めてまいりたいと思っております。 

 この次世代法につきましては、平成２７年３月末までの時限立法でございますが、期間

の延長等を内容とする改正法案が今国会に提出されておりますので、成立した場合は積極

的な周知・広報を行うこととしております。 

 最後に３４ページの（３）パートタイム労働者の関係でございますが、パートタイム労

働者の増加に伴って、雇用管理の改善というのは非常に重要な課題となっております。そ

のためにパートタイム労働者の働きとか、貢献に応じた正社員との均等・均衡が図られる

よう、差別的取扱いの禁止ですとか、均衡待遇に係る指導に重点を置いた報告徴収を実施

してまいりたいと思っております。 

 それからパートタイム労働者の方が納得して能力が発揮できる環境づくりを促すために

事業主に対して職務分析・職務評価の導入指導を行ってまいりたいと思います。 

 最後にパート法につきましても、パート労働者の均等･均衡待遇の確保等に更なる充実を

内容とした改正法案が今国会に提出されておりますので、成立後は積極的に周知を行って

まいりたいと思っております。以上でございます。 

 

●西村会長 

 ありがとうございました。 

 それでは最後に中山総務部長よろしくお願いたします。 

 

●総務部長 

 中山でございます。行政運営方針の案につきましては、すでにご覧いただいていると思

いますので、総務部関係につきましては大きな変動等が昨年度からございませんので、現

在の個別労働紛争解決制度の運用状況だけに絞ってご説明します。 

 先ず、京都労働局管内の労働基準監督署に設置しております総合労働相談コーナーに寄

せられた平成２５年度の総合労働相談件数は、前年度と同様に約２万８，０００件と高い

水準で推移しております。民事上の個別労働紛争に関する相談が約４分の１を占めており
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ます。 

 その内いじめ・嫌がらせに関する相談件数が解雇や雇止めの相談件数を上回り、もっと

も多くなっております。その内容も複雑、多様化しております。 

 このようなことから雇用関係における様々なトラブルよりも労働条件に関する不満など

の相談に対して、適切なアドバイスや協議、説明を行い、また所管する法令の違反申告に

ついては調査・指導等の担当部署に取り次ぐほか、法令違反に当たらない民事上の個別関

係の紛争に関し、具体的な解決の援助を望む場合、労働局長の助言・指導、紛争調整委員

会による斡旋の利用を図り、紛争解決に務めているところでございます。 

 京都労働局におきましては、引き続き個別労働紛争において、より一層の迅速な解決の

ため助言指導の積極的な運用に努めていくことにしております。 

 更に、紛争調整委員会によります今後一層の迅速な処理に務めてまいります。来年度も

引き続きよろしくお願いいたします。以上です。 

 

●西村会長 

 ありがとうございました。 

 それでは行政運営方針の各部長、室長からの説明につきまして、各委員のご審議をお願

いしたいと思います。 

 どなたからでも、どの事例でも結構ですので、ご意見をお願いします。中村委員どうぞ。 

 

●中村委員 

 中村です。よろしくお願いします。過労死・精神障害等々いろいろ上げられていますけ

れども、労働者への雇用をめぐっては、最近ブラック企業という言葉が言われてきまして、

流行語のように、既になっているのですけども、もちろんブラック企業という言葉そのも

のが使われる場合、定義で曖昧なところがあると思います。ですから、どの企業がブラッ

ク企業で、どの企業がブラック企業でないかを探し出すようなことだけが必要なのではな

くて、労働者がブラック企業という言葉に当惑するような労働環境、また社会のあり方を

変える施策が必要だとは思うのですけれども、労働局、監督署としまして、企業への臨検

を強めたり、個別紛争相談、窓口の広報と拡充も必要だと思いますけれども、これらの労

働環境は国民や住民の暮らしに直結する問題ですから、京都府下七つの署だけの対応では

なくて、京都府や他の市町村とも連携して、振興局や市町村窓口、役場にも相談窓口を設

ける手立てだとかが必要だと思います。 
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 また、そのためにちょっとお尋ねしたいんですけれども、この問題に直接関わる監督署、

職安の職員数の方はどうなっているかということが一つ。また昨年度との比較で、庶務も

含めて監督官・事務官が増員されていますかということ、少なくとも退職者補充は行われ

ているかどうか。 

 あと更に総務や均等室も含めて、京都労働局と京都の労基署全体では必要な人員は確保

されているのでしょうか。これに関わる報告をいただいているので、その点をちょっとお

尋ねしたいと思います。 

 

●西村会長 

 いかがでしょうか。 

 

●労働基準部長 

 すいません、貴重なご意見ありがとうございました。先ほど前段のところでブラック企

業という言葉がでましたけども、私たちは実はあえてといいますか、先ほど中村委員のお

話の中にもありましたように、定義がはっきりしませんし、そういったことはあんまり使

わないようにしています。ですから私たちは実際に使うのは、若者を使い捨てが疑われる

企業と、こんな言葉を使って対応しているわけでございます。 

 ネットなんかで会社名を入れてブラックというふうにやると、いろんなコメントが出て

くるようでございまして、そういったところにいわゆる新規の就職しようとしている人が

踊らされているような実態まで出ております。 

 ただ正確な情報をそういった学生に与えるというのも大事だと思っておりまして、私ど

も局長トップとしまして、労働法制の講義というものを大学等に、要請もありまして、私

自身も局長に代わって行ったこともありますし、そういうことをやって正しい知識といい

ますか、法律をきっちり知っていただこうということについてやっております。 

 その下支えとなるといいますか、我々の行政機関の内部の話ですが、正直言って監督官、

全国で動けている監督官、現場に出ている監督官は確か３０００人から４０００人ぐらい

と聞いております。京都におきましては３０半ば前後だと思います。３０半ば前後で京都

府内の企業を全部回るというのは、なかなか実際は厳しゅうございます。単純計算で何年

に１回というふうな状況がございます。 

 それで増えていますか、減っていますかって言う話になりましたが、正直申し上げます

と定員合理化計画等もあり、国のスタッフの中で決して増えてはおりません。むしろ減っ
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ているということでございます。ただ幸いなことと言ったら失礼ですけども、新規採用抑

制とかがあったんです、前政権下では。それが一応解除されましたものですから、来年度

は新規採用者につきましてはありまして、例えば労働基準監督官というのがメインになり

ますけども、２５年度採用は全国で４０数名だったのですが、２６年度採用は約２００名

ということで、それは結構多く採用していただけましたということでございます。 

 ２００名弱、２００名ぐらいだと思っておりますが、京都にはそのうち何人かが４月１

日に配属されるということでございますが、まだ新人でございますので、すぐに現場に出

てああだこうだっていうのはなかなかできませんので、そういったことは教育・研修も必

要だと思います。 

 職員・事務官を含めた全体の数につきましては、ちょっと総務部のほうにかえしたいと

思っておりますが。 

 

●総務部長 

 先程の職員の数のところの部分だけ、総務部からお答えしたいと思います。監督署で何

人、安定所で何人ってちょっとすぐに出ない、手元にちょっと数字がないんですけども、

京都労働局全体として安定行政を担っている職員、労働局にいる人も含めて約３００人強、

それから基準系、監督署と局にいる人を入れて、大体１５０名程度です、というような数

字になっております。 

 

●西村会長 

 よろしいでしょうか。それでは他の方。どうぞ。 

 

●菱田委員 

 資料の２で業務別労働災害の発生状況というのがあるのですけれども、死亡事務が、今

回、私がこの委員になってから初めて裏のページにまで速報が載るぐらいに数が多くなっ

ています。資料の２の３枚目です。どれも痛ましい事故が多いので、これについての局の

対応を聞かせていただけますか。 

 

●労働基準部長 

 私のほうから説明させていただきます。今、菱田委員のご指摘のとおりでございまして、

資料２の最初のページを見ていただきますと、前年同時期比で５名の増加ということです。
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それで実はこんなふうに増えております。特に月別のところを見ていただきますと、８月

が２件、９月で２件、１０月で裏にかえりまして３件、１１月で３件という形で増えてお

ります。 

 実はこういったことに危機感を私たちも持ちまして、１１月７日付で労働局長のほうか

ら建設業の災害防止の団体とか、製造業の団体とか、トラックの団体だとかがあります、

そういった団体の長、もしくはそれに順ずる方をこの場所にお呼びしまして、局長のほう

から緊急要請書、つまりこういう実態があるから災害防止により努めてほしいと、管下企

業に注意喚起をしてほしいというのを直接手渡し、施行したのが４団体ほど。あと私のほ

うが中心になりまして、ほかの団体とかを回って直接説明していく。あとそのほかちょっ

と遠方とかには郵送させていただきまして、いずれにしても労働局長名の緊急要請書を出

して対策をしているところでございます。 

 この時点の昨年の１１名が最終的には１１名のままで終わったんですが、過去最少でご

ざいまして、そういった面では非常に喜ばしかったんですが、１６名ということで比較す

ると増えておりますので、今ご指摘いただいた点につきましては、今のような対策を進め

たところでございます。よろしいでしょうか。 

 

●西村会長 

 ほかによろしいでしょうか。 

 

●野栗委員 

 これは質問というよりもお願いなのですけども、使用者側の立場としまして、冒頭の局

長のご挨拶にもありましたし、基準部長のお話にもありましたけれども、現在色々行われ

ている労働法関係の改正の周知の徹底ということでございます。 

 ９ページにも先程の基準部長のお話にあって、触れられておりますけれども、前政権下、

民主党政権の後半で労働法が色々改正をされました。更にそれを受けて自民党政権下で、

また今、改正が行われておりますし、アベノミクスということで、雇用環境の改善という

ことでの改正も幾つか行われて、それを常にフォローしている方にとっては当たり前のこ

とかもしれませんけど、経営者という立場にいますと、何か色々、ごろごろ変わっていく

っていう印象になります。申し訳ないのですけど、そういう印象論を持ちますので、これ

はこういう趣旨でこう具体的に変わりました、というようなことをチラシ等も含めて、私

ども経済団体もまた協力させていただきますので、各企業に対する周知の徹底については、
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よろしくお願いをしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

●局 長 

 今国会でも何本も改正法案が上がっておりまして、実はまだ国会審議中、或いは審議に

かかる前のものは、現在中央の審議会で答申なり、建議なりを受けたもの、そういった内

容のものしか中々周知することはできない。それを先にやってしまいますと国会軽視とい

うことで、お叱りを受けるということになりますので。 

 本当に雇用保険法の改正案にいたしましても、確かに今かかっているもので４月１日か

ら施行される部分がある。そういう部分については本当に中々大変難しいのですが、一生

懸命、事前の分かり易い資料だけ、準備だけはして、すぐに施行できるように準備はして

いきたい。 

 それから、むしろ新聞報道の方が先行するケースがございます。新聞報道の内容も、我々

行政マンからみますと、ここまでは書いていないのになぁ、という部分が正直言ってござ

います。そういった部分につきましては、労使の皆様に事前にこれは違うとか、ここまで

は事実はないというようなことを、或いはここは報道のとおり、その程度のことはできる

限り情報の提供に努めてまいりたいと思います。 

 いずれにいたしましても、施行されたならば、もう法律ができて、もう施行準備に入っ

たということであれば、できる限り早期に、分かり易い資料で皆様方にお伝えしてまいり

たいと、本当に労働者の方、企業の方々に伝わるように努力してまいりたいと思っており

ます。 

 

●西村会長 

 よろしいでしょうか。 

 私も一つだけ、今日いただいた資料の中に入っておりましたが、労働安全衛生法の一部

を改正する法律案の概要、その２番目のところでメンタルヘルス対策の充実・強化という

ことで、一番最初のカッコにくくられているマルの中で、労働者の心理的な負担の程度を

把握するため、医師又は保健師による検査、ストレスチェックの実施を事業者に義務付け

るという内容がこれに書いてありますね。このストレスチェックの義務付けということで、

この下のこの制度の概要を見ますと、労働者の側から面接の申し出をする、その下に労働

者の意向を尊重するというのがあります。 

 ストレスチェックの実施の義務付けと、労働者の面接の申し出、労働者の意向を尊重と
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いうのはどういう関係にあるのかなと。 

 新聞の中でも時々報道されていて、ストレスチェックを義務付けたら擬陽性が出てくる

とか、擬陽性的な問題が出てくるのだという話もあったり、いや、実際のメンタルへルス

の問題を抱えている人が見過ごされる可能性もあるんだとか、この両方がいろいろ議論さ

れているようなのですが、労働者の意向を尊重というのは、要するに労働者全員に対して

受けなさいというふうな指示ができないということなのですか、これは。どういう意味な

のでしょうか。 

 

●労働基準部長 

 実は大変難しい問題でございまして、その前に、会長のほうから、この資料を実は私が

事前に説明しなければいけなかったものを取り上げていただきまして、ありがとうござい

ました。 

 実は事前に送らせてもらった資料の参考の３と、同じような資料に見えるんですけども、

実は事前の資料はちょっと古いものでございまして、この資料が新しいんです。これ今、

会長が指摘した２番が前の綴じ込み資料を見ていただきますとわかるのですが、全部義務

化だったんです。ところが閣議にいたるまでの過程で、ここに書いてあるとおり、５０人

未満の事業所については当面の間、努力義務というふうにちょっと一歩後退したような形

で。 

 

●西村会長 

 これが新しい。 

 

●労働基準部長 

 そうです。今配ったのが新しい、これに差し替えていただきたいと思っております。 

 それで今、労働者の意向を尊重してというふうなことにつきまして、やはり個人の情報

ということもありますし、なかなか事業所の中で強制的にとかという話はなかなか難しい

面もあるんではないかという議論がされているんじゃないかというふうに思っております。 

 いずれにしても産業医なり、また産業医じゃなくても健康診断機関等々で保健師等がス

トレスチェックをやって、その結果として、それを踏まえて、新しく事業主に対して義務

を与える、特に５０人以上のところに対しては義務づけるということでございますが、個

別のそのあとの１歩、２歩の面接につきましては、やはり個人の考え方とか、当然個人の
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方の意見ということも十分尊重すべきではないかということが、このあたりに入ってきて

るんじゃないかと思っておりますので、それの強制力等々の話につきましても、今、国会

に、先週ぐらいに上程されたばっかりでございまして、またその議論の中でいろいろ変わ

ってくると思いますし、また法律だけではなかなか運営できませんから、いずれこれの運

用のための通達とか、また省令、通達の前に政令・省令とか、そういったところでどうい

った形で書いてくるか。またそれを運用するための行政上の通達等がどう書くかというふ

うなことが議論されてくるのかと思っております。ちょっとすいません、きょうの段階で

は情報といたしましても、ここまでの情報しか伝わってないのが地方にとっての現実でご

ざいます。 

 また情報を仕入れしだい、またこういった場も含めまして、先生のほうにお知らせした

いと思っております。よろしくお願いいたします。 

 

●西村会長 

 よろしくお願いします。誰かご意見等ありませんか。どうぞ。 

 

●坂本委員 

 今回は特に答申案ということ、それに関連する資料、もう大変な膨大な資料ということ

を拝見・拝読しまして、こういうのがあるから、私どもも上手く、上手くかどうかは分か

りませんけれども、動いておられるんだなということも改めて認識した次第でございます。

ありがとうございます。 

 一つ、素朴なって言ったらおかしいんですけれども、質問というよりも関心ということ

でお聞きいただければいいのですが、平成２６年、今年ですよね。去年・今年と色々と変

わってきているのですが、２６年の京都労働局における目玉っていうのか、のようなもの

がもしあれば、いや、もうこれで全部やるんだったら大変すばらしいことではあるんです

が、この中でも特に力を入れたいんだっていう目玉のようなものが、もし、これなんだと

おっしゃれば、なければ結構なんですけれども、ありますでしょうか。 

 

●局 長 

 とりわけ私どもがやっていきたい、重点を入れてやっていきたいというのは、総合性の

発揮に書いてある部分です。不安定な非正規労働者の割合が非常に高い、これは知事も非

常に意識が高くて、従前は学生が多いからというようなことで見過ごしてきた部分もある
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のだけれども、やっぱり中身を見てみると、どうもそれだけで説明がつかないような状況

になっている。 

 その点は、ハローワークにおきましても、監督署におきましても労働行政としては皆さ

ん共通の課題だと思っておりますので、ここはしっかりと対処していきたい。 

 一つの手法として、非正規の方は能力開発の機会に恵まれないということもございます

ので、先般京都府と一緒に訓練に関する計画の協定を締結させていただいた。これに基づ

いてしっかりやっていきたいということが一つです。 

 それから沢山ありますが、これも繰り返しになりますが、労働災害の関係で、特にこれ

まで死亡災害ということで言えば、第２次産業が中心だったわけですけれども、どうも休

業４日以上の中で３次産業が増えてきている。そこのところについて、中々有効な手がな

いっていう訳じゃないのですけれども、本当に実効性のある対策をやっていきたい。とい

うことで、一つは、社会福祉施設がどんどん増えておりますし、それに伴い増えているせ

いだけでもなくて、労働災害発生率が増えてきている。これは腰痛等で離職をしてしまえ

ば、また人手不足になる。悪循環になってしまうというようなことがございますので、先

程の舞鶴市と一体で連携して職業紹介をやっていくことにしておりますけれども、そうい

った自治体とも連携しながら、いかに社会福祉施設を運営していく上で労働条件をきっち

り守っていただくことが大事なのか、ここのところをしっかりと連携して啓発等をさせて

いただければなと思っております。主にこの２点です。 

 

●坂本委員 

 ありがとうございます。 

 

●西村会長 

 どうぞ。 

 

●野崎委員 

 詳細なご答弁ありがとうございました。大変よく分かりました。 

 私は今年度から委員として参加させていただき、たいへん勉強になりました。 

議論の対象が現状課題に対する方針や施策とともに、５年後、１０年後の京都の労働行

政はどうありたいか、どういう姿を描くのかというビジョンから、では現在どうしたらい

いというアプローチも必要ではないかと思うのですが。 
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●局 長 

 一つは、労働災害などは、第１２次の計画というのが、５年おきに見通しを立てて動い

ている部分もございます。それから、これは私ども地方レベルではありませんけれど、中

央ベースですと雇用対策等につきましては、そういう単年度の予算積み上げということで

はなくて、将来、労働力人口がどういう形になっていくか推計する形になっている。まさ

にどんどん人が減っていって、女性とか高齢者とかに出てきていただかないといけない。

そういう全体のフレームワークをつくって、そのもとで何が必要か、どういう施策が必要

かというのを検討しております。 

 そういうのは、中央の基本指針として、計画ではないのですけれども、そういう中期的

な予想に基づく課題の整理はしており、それも公表はされております。 

 従前より、京都府などにおきましても、先程の職業訓練、能力開発につきましては、５

年ごとに地域ごとに計画を作る、そういう枠組みもございます。私が承知しているところ

は以上でございます。 

 京都府の特徴はあるのですけれども、大きな流れ、少子高齢化といった流れ、それから

非正規労働者割合が高まってきている、３次産業で労働災害が増えてきている、そういっ

た流れは、基本的には全国の動きと数字の違いはあるにしても同じような方向で動いてい

るのかなという認識をしておりますので、基本的には中央の方針を踏まえる形で、こうい

う地域レベルで方針を立てているということでご理解いただければと思います。 

 

●野崎委員 

 ありがとうございます。 

 

●西村会長 

 他にありませんか。どうぞ。 

 

●中原委員 

 労働安全衛生法の改正について、何か懸案だったものについての現時点でのそれなりの

対策が示されているように思うのですけれども、これについて意見を聞いてもしようがな

い、労働局に聞いてもしようがないので、これについては止めておきます。私がちょっと

気になったのは石綿の問題で、昨日もちょっと信じられないような、理科の教師が実験の
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準備のために、それを切り刻むという作業をやっていて、それで恐らくは中皮腫であると

いう確定診断が出たのであろう。中皮腫以外、中皮腫は石綿以外ではまず絶対に起こらな

いと言っていい、恐らくそれであろうと。あれは地方公務員法のあれでもって認定になっ

たのだろうと思います。 

 一般論としてというか、労働局所管の石綿に関して、健康被害の状況というのは、現状

においてどういう具合になっているのか、裁判沙汰になっているのはあるのかどうかとか、

そのあたりの現状をちょっとお教え願えたらと思います。よろしくお願いします。 

 

●西村会長 

 どうぞ。 

 

●労働基準部長 

 石綿につきましては、最後に裁判沙汰になっているのかどうかという話がありましたが、

実際に裁判が１件ございます。京都の建設労働者に関する裁判でございまして、今月も１

２日に公判がございまして、証人での質問等が５名の方に対してありまして、私ども労働

局の担当課長、担当官、また本省のほうからも毎回来ている。２か月に１回ずつぐらいあ

りまして、予定ではまだまだ、２７年の声を聞いてもまだやる、なんとかの予定が入って

おります。これは全国で、大阪とかも含めまして、ずいぶん提訴されておりまして、それ

について対応していくことが一つ。 

 それと石綿につきましては、一つは健康管理手帳の交付ということで、そういった方の

健康診断につきましては、健康管理手帳を示せば無料でできるというような制度でござい

まして、いまのところちょっと、数はちょっと記憶にないんですが、一定程度の数の方に

そういったことを交付しているという感じでおります。 

 あと労災の話につきましては、お手もとの資料、参考資料のナンバー６に労災補償の請

求の状況がございます。請求認定のところがございます。参考資料の６のいちばん下の３

番が石綿関連疾患。見ていただきますと、ここに書いてありますとおり、労災法に基づく

請求については２５年度も２月末現在で２８件の請求等々がございまして、認定も２４件

ほど指定させていただいております。 

 見ていただきましたように、２２年度ぐらいからもう請求が２０件の、特に最近は２０

件の後半、もしかしたら今年は、まだ３月末までありますから、もっと請求は増えるかも

わかりません。 
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 ご存じのとおり、石綿は非常に長い時間かかってり患して表に出てきますので、このア

スベストの輸入等々の禁止の規制が強化されるまでの間にばく露していた方の部分につい

ては、まだまだこれから出てくるものだと認識しております。 

 したがいまして、それらのことにつきましては、今後、労災請求をしっかり受けとめて、

私ども、その疾患者に対して業務上であればその認定をしていくということになっており

ます。 

 建物の解体等々、これからです。その中にアスベストを使われておりますから、解体の

ところでばく露しないような対策、それは建設の関係になります。 

 ご存じだと思うんですが、阪神淡路のときに、確か短い間でそこで作業をされた人がば

く露したというふうな例も出ているようでございますし、そのへんのところはしっかりと

やっていかなければと思っています。そのへんちょっと数字的なところで答えになってな

い部分もあるんですが、お許し願えればと思っております。 

 

●西村会長 

 何かございませんか。 

 少しまだ時間があるみたいなのですが、今日はこれで終りたいと思います。各委員にお

かれましては熱心なご審議をいただきありがとうございました。 

 それでは、事務局にマイクをお返ししたいと思います。 

 

●労働基準部長 

 ちょっとすいません、一つだけ。２、３点ちょっと説明不足のところがありましたので、

お許しください。先ほどの行政運営方針のところにつきまして、ちょっと見苦しいところ

があります。１３ページをちょっと開いていただけますでしょうか、申し訳ございません。 

 １３ページに（３）で適正な労働条件の整備というところの次にアの柱立てがあるんで

すが、アの柱立てがちょっとつながっておりまして、「過重労働の解消と仕事の生活の調和

に向けた働き方・休み方の見直し」までが見出しでございます。その次に、過重労働の解

消に向けたというのは段落を変えて、ここからが文章でございますので、ここ見苦しゅう

ございまして、訂正させていただきます。 

 それと本日お手もとに第２７回京都府地方労働審議会追加資料ということで、資料ナン

バー１、資料１から京都産業保健推進センターの事業実施報告、資料２でメンタルヘルス

対策の実施報告、資料３で京都府地域産業保健センターの実績報告という資料がございま
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す。これは前回の審議会で、菱田委員のほうから産業保健関係の質問されたことに応えき

れなかったものを、今回こういう形で資料で配布させていただきまして、お答えとさせて

いただいたものでございます。参考にしていただけたらと思っています。すいません、説

明が遅れまして、申し訳ございませんでした。 

 

●局 長 

 本日はお忙しい中をお集まりいただき、本当に熱心なご議論をいただきました、ありが

とうございます。先程申し上げました繰り返しになりますけれども、答申、意見を全会一

致でいただけたところ、本当に大変嬉しく思っております。ありがとうございます。 

 先程、中村委員のご質問がございましたけれども、全体としては行政体制、合理化が求

められている中で、新しい問題に対しましての対応として増員が図られ、そういう中で全

体として職員数自体は前年を若干下回るような状況で、ここ数年推移してきておるところ

でございます。 

 限られた体制ではございますけれども、本日のご意見を踏まえまして、来年度も引き続

き効果的な行政運営に務めてまいりたいと思っておりますので、今後とも私共、行政につ

きましてのご理解とご協力をお願い申し上げまして、最後のお礼のあいさつとさせていた

だきたいと思います。本日はどうもありがとうございました。 

 

●西村会長 

 どうもありがとうございました。 

 

●司 会 

 どうもありがとうございました。以上をもちまして第２７回京都地方労働審議会を終了

させていただきます。どうもありがとうございました。 

 

 

（終了） 

 




